
 

 

 

「尖閣諸島」危機の裏に戦後体制の負の遺産 

安倍新政権は、この危機を突破できるか 

樋 口 譲 次 

 

○ 安倍新政権は、「尖閣諸島」の危機を突破できるか 
  第一次安倍内閣のスローガンは「戦後レジームからの脱却」であった。歴代政権には

見られない極めて根源的で、真摯な問い掛けであると受け止めたところであった。 
昨年末の総選挙に勝利し、政権に返り咲いた自民党・安倍総裁を首班とする第二次安

倍内閣は「危機突破内閣」と銘打っている。その公約には「戦後レジームからの脱却」

の一丁目一番地である憲法改正が掲げられていることから、第一次安倍内閣の基本方向

は引き継がれて行くものと期待される。 
  今日、中国によって仕掛けられた「尖閣諸島」を焦点としたわが国の防衛・沿岸（領

域）警備の問題は、実は、ＧＨＱの日本非軍事化（非武装化）・弱体化の占領政策、すな

わち戦後体制に端を発している。 
果たして、安倍新政権は、「戦後レジームからの脱却」を図り、「尖閣諸島」の危機を

突破できるであろうか―。 

 

○ わが国の沿岸（領域）警備体制の問題 
― ＧＨＱ（占領米軍）に厳しい制約を課せられた海上保安庁の生い立ち 

戦前、いわゆる沿岸警備（防備）については海軍が担任していた。 
敗戦占領とともに、占領米軍（GHQ）は、徹底した日本の非軍事化（非武装化）・弱体

化を基本政策としたので、海軍も掃海部隊を除いてことごとく解体され、わが国は沿岸

（領域）警備機能を喪失した。 
そのためか、周辺海域には海賊が出没し、昭和２１（１９４６）年初夏頃から朝鮮半

島より輸入感染症（コレラ）が上陸して猛威を振るった。背後に不法入国や密貿易が疑

われるようになり、沿岸（領域）警備の必要性に対する認識が高まった。 
ＧＨＱは、米国沿岸警備隊（U．S．Coast Guard）をモデルに、洋上警備・救難及び

交通の維持を任務とし、当時の運輸省（現国土交通省）の外局に文民組織としての海上

保安庁を設立させることとした。 
しかし、ＧＨＱ民生局（ホイットニー准将）は、武装した海上保安機構の創設に反発

したので、下記の６項目の制約を科して昭和２３（１８４８）年５月１日に同庁を発足

させた。 
① 職員総数 1 万名を超えないこと 

 ② 船艇２５隻以下、総トン数５万トン未満 
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③ 各船艇の排水量１５００トン以下 
④ 速力１５ノット未満 
⑤ 武装は海上保安官の小火器に限ること 

 ⑥ 活動範囲は日本沿岸の公海上に限ること 
また、ＧＨＱは、海上保安庁を文民組織とすることに固執したため、海上保安庁法第

２５条において、同庁は軍隊ではないとの規定を盛り込み、現在に至っている。 
ここでも、憲法第９条で軍隊の保持を禁じ、現在の自衛隊を警察予備隊として発足さ

せた占領米軍（GHQ）の日本非軍事化（非武装化）・弱体化の基本政策が強力に貫かれ、

海上保安庁もその生い立ちから厳しい制約を課せられたのである。 
 
 
 
 
 

海上保安庁法 
第２５条 この法律のいかなる規定も海上保安庁又はその職員が軍隊として組織され、

訓練され、又は軍隊の機能を営むことを認めるものとこれを解釈してはならない。 

現在の海上保安庁の組織規模及び装備等は、おおよそ下記の通りであり、職員総数は

当初よりあまり増員されていないが、装備や活動範囲の面では逐次拡充されてきた。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

海上保安庁の組織規模・装備等（平成２３（２０１１）年４月１日現在） 
 ① 職員総数：１２６３６名 
 ② 船艇：４５１隻（うち巡視船艇３５７隻） 

 航空機：７３機（飛行機２７機、ヘリ４６機） 
 ③ 最大排水量：２０００トン型高速高機能大型巡視船 

なお、災害対応の３５００トン型を保有 
 ④ 最大武装：４０ｍｍ機関砲（ボフォース） 
 ⑤ 担任区域：領海、接続水域、排他的経済水域（ＥＥＺ）、日米ＳＡＲ協定に基づ

く捜索救難区域（本土より南東１２００海里程度） 
活動範囲：当初、「港、湾、海峡その他の日本国の沿岸水域において」（制定時の

海上保安庁法第１条第１項）と限定されていたが、後に改正されて単に「海上にお

いて」と規定され、活動範囲の限定を解除 

― わが国の管轄エリアをカバーする能力も、中国に対抗する能力も足りない海上保安庁 
問題の中国には、多数の海上保安機関がある。沿岸警備隊としての性格を有するのが

中国公安辺防海警部隊（China Coast Guard、略称「中国海警」）である。 
尖閣諸島周辺に多数出没し、海上保安庁の船舶と対峙しているのは、国土資源部国家

海洋局が所管する海監総隊所有の船舶で、海洋鉱物資源を担当している「海監」、そして

農業部漁業局の所有する船舶で、漁業資源を担当し、日本の水産庁の漁業取締船に相当
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http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B8%AF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B9%BE
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B5%B7%E5%B3%A1
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する「漁政」である。その他、交通部海事局の「海巡」、海関総署緝私局の「海関」など

がある。 
これら機関全体の保有船舶は約３０００隻で、そのうち、近海や排他的経済水域（EEZ）

をパトロールできるのは約２５０隻だといわれている。 
  他方、海上保安庁の現有能力は船艇総数４５１隻であるが、大型巡視船は７００トン

以上のヘリコプター付大型巡視船（PLH 型）１３隻、７００トン以上の大型巡視船（PL
型）３８隻、併せて５１隻である。 

 
世界各国の海岸線の長さを比較すると、上位から①カナダ、②ノルウェー、③インド

ネシア、④ロシア、⑤フィリピン、⑥日本、⑦オーストラリア、⑧アメリカ、⑨ニュー

ジーランド、⑩ギリシャ、⑪中国、⑫イギリス、⑬メキシコ、⑭インド、⑮イタリア（以

下省略）の順になっている。 
  また、日本は、領土がすべて島（島嶼）で成り立っている多島・列島国家である。面

積１平方キロメートル以上の島は本州、北海道、九州、四国の四大島を含めて３４１島、

海岸線の長さが１００ｍ以上の島は６８５２島に及ぶ。そのうち、有人離島は４３２（６．

３％）で、その他はすべて無人島（総数６４１５島、９３．７％）である。そして、当

然のことではあるが、わが国の領土問題は、北方四島、竹島そして尖閣諸島であり、す

べて島（島嶼）に集中している。 

日本は、中国より長い海岸線をもつ国で、ＥＥＺを含めると世界第６位の管轄面積を

有する。その沿岸（領域）警備を担任する海上保安庁の組織規模及び装備等が弱体であ

ることは、過去に北朝鮮工作船による多数の日本人拉致事件が発生した事実からも明ら

かである。また、中国が保有する能力に十分に対抗するにも無理があるのは衆人の認め

るところであろう。 
 
― 米国とは明らかに異なる日本の実状 

他方、海上保安庁は、米国沿岸警備隊（U．S．Coast Guard）をモデルにしているが、

米国とわが国の実状は明らかに異なる。 
米国の国防は、「９．１１」を契機に国土安全保障を強化しているが、前方展開部隊を

基盤として海外（領域外の遠方）でその目的を達成することを基本としている。その上、

沿岸警備隊は、陸海空軍及び海兵隊とともに第５軍（Armed Forces）の一つに数えられ

るほど、強力である。 
米国沿岸警備隊は、かつては連邦運輸局（Department of Transportation：DOT）に

所属していたが、２００３年１月に国土安全保障省（Department of Homeland 
Security：DHS）が発足したことに伴い、その隷下に置かれるようになった。 
しかし、これまでと同様、海上の安全確保などのほかに国防の任務を有しており、戦

時には、大統領命令に基づいて海軍の指揮下に入り、米海軍をサポートするという沿岸

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%A0%98%E5%9C%9F
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警備隊の役割は変わっていない。その任務も、海上封鎖や平時の臨検に止まらず、ＮＡ

ＴＯ軍との連携行動まで含まれている。 
他方、わが国は、専守防衛（戦略守勢）を基本政策としているため、直ちに脅威が国

土領域に及ぶ。そのような安全保障環境の下で、海上保安庁は海上警備を担任する海上

警察機関として「警察比例の原則」に抵触しない限度での能力保持に制限されている。 
また、自衛隊の防衛出動や治安出動があった際、特に必要な場合には、自衛隊法第８

０条に基づき、海上保安庁は内閣総理大臣の命令により防衛大臣の指揮下に組み入れる

ことが可能である。しかし、防衛大臣の指揮下に入った場合でも、その行動範囲や活動

権限は、通常時（平時）と何ら変わらない。特に、武器の使用については、警察官職務

執行法に従わなければならないことから、あくまでも自衛隊施設などへの警備を手厚く

するとか、自衛隊と海上保安庁の連携を円滑にする程度に止まるものと見られている。 

また、法令の規定を見る限り、自衛隊法第８０条は、海上保安庁法第２５条と明らか

に矛盾するのでないかとの指摘もある。 

そのためか、防衛大臣が海上保安庁を指揮するような本格的訓練は、今日まで、一度

も行われたことがなく、有事に防衛大臣が海上保安庁を指揮するという現行法体系の実

現性・実効性は甚だ疑わしい。 

 

― 沿岸（領域）警備に対する諸外国とわが国との認識の落差 

諸外国の沿岸（領域）警備のあり方は、国防あるいは国家安全保障を第一義的に捉え

るものである。 

他方、わが国の場合、占領政策の非軍事化（非武装化）・弱体化によって国防あるいは

安全保障の機能が極度に制限された。その戦後体制が今日までなお続き、沿岸（領域）

警備は、一義的に警察機関が対応することになっているため、ただ単に警察機能（活動）

として捉える傾向が強い。 

本来、沿岸（領域）警備には、国防と警察の二つ機能（活動）が必要である。そのた

め、列国の多くは、その役割を軍隊（国防軍）あるいは国境警備隊という準軍事組織に

担わせている。 

国境地帯に軍隊を配備すると、隣接国との間で不要な猜疑心や緊張を招く恐れを考慮

する必要がある、あるいは考慮しなければならない国などは、後者を選択している場合

が多い。 

いずれにしても、わが国は、島国で、比較的、国外からの脅威に晒される機会の少な

かった歴史と戦後の占領政策によって、沿岸（領域）警備を国防あるいは安全保障とし

て捉える意識が希薄である。 

つまり、沿岸（領域）警備を強化するには、国防あるいは安全保障の観点に重きを置

いて見直さない限り根本的な解決にはなり得ないのである。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%B2%E8%A1%9B%E5%87%BA%E5%8B%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B2%BB%E5%AE%89%E5%87%BA%E5%8B%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%87%AA%E8%A1%9B%E9%9A%8A%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%86%85%E9%96%A3%E7%B7%8F%E7%90%86%E5%A4%A7%E8%87%A3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%98%B2%E8%A1%9B%E5%A4%A7%E8%87%A3
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%A4%E6%88%A6%E8%A6%8F%E5%AE%9A
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%AD%A6%E5%AF%9F%E5%AE%98%E8%81%B7%E5%8B%99%E5%9F%B7%E8%A1%8C%E6%B3%95
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%AD%A6%E5%AF%9F%E5%AE%98%E8%81%B7%E5%8B%99%E5%9F%B7%E8%A1%8C%E6%B3%95
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○ わが国沿岸（領域）警備体制の強化策 

  わが国の沿岸（領域）警備の強化策には三つのオプションがある。 

第一は、海上保安庁の組織規模や装備を強化し、準軍事組織に制度変更することであ

る。しかし、同庁は、あくまで海面上、すなわち二次元の能力に限定され、今日の沿岸

（領域）警備に求められる三次元の対応能力は保有していない。結局、空域は航空自衛

隊に、海中は海上自衛隊に頼らざるを得ない。 

第二は、自衛隊に領域（沿岸）警備の任務を付与することである。 

新しい任務を付与するからには自衛隊の増勢が必要になるが、自衛隊は固有の基本機

能をもって三次元（立体的）にわたり、一体的にその任務を遂行することができる。こ

の際、警察機能は、あくまで海上保安庁が担任し、両者が密接に連携して活動する。ま

た、自衛隊の任務遂行における武器の使用等については、予め武器使用規定（Rules for 
Use of Force）あるいは交戦規定（Rules of Engagement : ROE）を明示して政府の対

処方針を現場に徹底することが重要である。 

第三は、上記二つのオプション、すなわち海上保安庁の強化と自衛隊に対する領域（沿

岸）警備任務の付与を同時に行うものである。この際、海上保安庁と海上自衛隊の役割

分担を明確にする必要があるが、平・有事を通じて両組織の力を統合的に発揮させ、わ

が国の広大な管轄エリアを実効的にカバーするとともに、中国に対抗する能力を確保で

きる最も有力な対策となる。 

 

以上、何れのオプションを選択する場合にも、次の３点を併せて施策することが重要

である。 

  まず初めに、直ちに実行可能な関係諸機関の連携強化に着手することである。 

韓国は、１９９６年９月に発生した北朝鮮の潜水艦による武装ゲリラと潜水艦乗組員

の領海・領土侵入事案（江陵事案）が発生したのを契機に、「統合防衛法」（１９９７年

６月）を制定した。 

「統合防衛法」は、国家が保有する防衛・警察機能を統合し、指揮体制を一元化して

国家を守るための組織の設置、事態の区分、政府・自治体の権限などを規定している。

本法令の下、①陸海空軍、②警察及び海洋警察、③（軍と警察、海洋警察を除く）国家

機関および地方自治体、④郷土予備軍、⑤民防衛隊、⑥統合防衛協議会を置いている職

場の６国防関連諸組織をすべて動員し、外敵の挑発、侵入などに一体的に対処できるよ

うな仕組みを整えている。 

わが国は、早急に、現行法令に基づき、防衛出動・治安出動時に「海上保安庁の全部

又は一部を防衛大臣が海上保安庁を統制下に入れることができる」（自衛隊法第８０条）

体制の実効性を高めること基本に、海上自衛隊と海上保安庁の合同訓練を行うなど、有

機的かつ一体的に共同行動がとれる体制を整えることが必要である。その上で、例えば、
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韓国の「統合防衛法」に類似する法制を整備し、領域（沿岸）警備に関係する諸機関の

連携を強化して、国を挙げた警備体制の確立が望まれる。 

第二は、外国船舶によるわが国領海内の無害でない通航に厳格に対処するよう、法令

を整備することである。 

わが国の「領海及び接続水域に関する法律」（「領海法」）には、外国船舶の無害通航に

関する規定がない。その不備を補うため、「領海等における外国船舶の航行に関する法律」

（「領海外国船舶航行法」、最終改正：平成２４年９月５日）が制定された。 
しかし、付与されている権限は、外国船舶が避難や人命救助などの正当な理由がなく

日本領海内にとどまることを禁止し、不審船に対して海上保安庁が立ち入り検査を行い、

違反行為があれば退去命令を出せることに限られている。また、法律の適用対象から、

軍艦及び各国政府が所有し又は運航する船舶であって非商業的目的のみに使用されるも

のを除外しており、至って間の抜けた、緩やかな規定になっている。 
例えば、ロシアは、民間船舶への対応はもちろんであるが、「領水・内水・接続水域法

第１９条は、領水（１２海里）、内水（河川、湖、港、入江、潟）、港湾でロシア連邦法

に違反した外国軍艦に対する国境警備軍の対応を規定している。こうした軍艦に対して

は、法令の順守を要求し、それに従わない場合、速やかに退去を要求するとしている。

さらに、外国軍艦が、ロシアの軍艦、船舶、航空機、国民に対して武器を使用した場合

には、国境法第３５条に基づいて攻撃を撃退するための報復措置（自衛措置）を明確に

規定している」（高井晋他５氏の共同執筆論文「諸外国の領域警備制度」）とあるように、

軍艦（公船）に対しても明確かつ厳格な姿勢を打ち出している。 

このように、わが国も、外国の諸法規等を参考例として「領海法」等を改正し、自国

の領海における外国船舶による無害通航とそうでない通航を明確に仕分け、外国船舶に

よる情報収集や調査活動、中国のように公船をもって意図的に領海侵犯を繰り返す場合

など、わが国の防衛あるいは安全保障に係わる無害でない通航に該当する場合の措置を、

具体的かつ厳格に規定する必要があろう。 

  第三は、海上（沿岸）・航空から陸上まで隙のない警備体制を確立する必要がある。 

  わが国に対する脅威は、「９．１１」のような空からの脅威、また北朝鮮による日本人

拉致のような海を経由する脅威、そしてオウム真理教による地下鉄サリン事件のような

国内から発する脅威などが起こり得る。 

この場合、例えば、敵のゲリラ・コマンド部隊が、工作船舶（潜水艇を含む）等を利

用してわが国の沿岸（領域）警備態勢をかい潜って上陸し、目標とする重要施設の破壊

や民生の擾乱活動を行うなどの事態の生起を完全に食い止めることは困難である。 

また、これらの脅威は、「テロ」なのか「ゲリラ・コマンド攻撃」なのか、当初から判

別することは難しく、近年、手段や方法などにおいて一般の警察力をもっては対処でき

ない事態が多くなっている。 
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 そのため、ロシアは、準軍隊の一つである内務省国内軍のなかに重要国家施設・特別

貨物警備部隊を保有し、日常的に、原子力エンネルギー使用施設（核プラント、核物質

または放射線物質を取り扱う組織）など、連邦政府が重要国家施設と規定した施設の警

備任務を付与している。 

わが国も、そのような事態に備え、ロシア等の例を参考として、平時から、陸上にお

ける原子力発電所等の重要施設を警備（防護）する制度を創設し、海上（沿岸）・航空か

ら陸上まで隙のない警備体制を確立する必要がある。 

 

○ おわりに 

  わが国に発生している諸問題を突き詰めていくと、現行憲法を中心としたいわゆる戦

後体制の継続とその拘束によって、２１世紀の激動・激変する内外情勢に適応できず、

深刻な閉塞状態に陥っている実態に打ち当たる。 

中国によって突き付けられている「尖閣諸島」を焦点とした南西諸島の防衛・警備の

問題もまた然りである。 

  その意味で、第一次安倍内閣が掲げた「戦後レジームからの脱却」の本丸である憲法

改正は、もはや一刻の猶予も許されない。しかし、わが国政治の実情を見る限り、それ

が所期の通りに進展するかというと、残念ながら悲観的にならざるを得ない。 

結局、当面する内外の危機に対し、戦後体制の拘束の中でもがき苦しみながら、憲法

改正のデッド・ラインが差し迫って、ようやく政治も国民も事の重大性に気付くのでは

ないかと憂慮されてならない。如何せん、それでは遅すぎるのである。 

ともあれ、憲法改正が急速に進展しないと見られる状況下で、安倍新政権には、常に

「戦後レジームからの脱却」の基本方向を堅持しつつ、「危機突破内閣」として当面する

幾多の危機を敢然と乗り越えるよう、期待する外ないのであろう。 
 
 
※ 本稿は、ＪＢＰｒｅｓｓ「「尖閣諸島」危機の裏に戦後体制の負の遺産」」（２０１３．

０２．１８付）から転載したものである。 
 


